






















　　3 － 1　設立初期のコクブ機電協業組合―1971 ～ 1980 年―
　　3 － 2　国内市場成熟期のコクブ機電協業組合―1981 ～ 1997 年―
































第 236 号，2017 年）でも，その重要性を指摘している。


























第 236 号，2017 年）でも，その重要性を指摘している。
3 コクブ機電協業組合『会社案内』（制作年不詳）より。なお同資料は記述内容から 1991 年
以前に発行されたものと推定される。
 企業城下町日立における協業組合の成立と展開 127

























5 具体的には，日立製作所工業協同組合（1949 年），日立鉄工協同組合（1951 年），久慈鉄工
























6 コクブ機電協業組合の歴代の理事長は，百目鬼用吉（1971 年 2 月～ 1991 年 9 月），河野正
美（1991 年 10 月～ 1993 年 6 月），星高雄（1993 年 7 月～ 2003 年 3 月）であった。

























6 コクブ機電協業組合の歴代の理事長は，百目鬼用吉（1971 年 2 月～ 1991 年 9 月），河野正
美（1991 年 10 月～ 1993 年 6 月），星高雄（1993 年 7 月～ 2003 年 3 月）であった。















協業組合制度に関しては，1963 年 9 月中小企業政策審議会の組織小委員会に
おいて検討が開始された。その結果，委員会は，協業化を促進するためには従










8 通商産業省編『通商産業政策史』第 11 巻，1993 年，332 頁。
9 全国中小企業団体中央会『中小企業組合ガイドブック 2016 ～ 2017』18 頁。

























































































































ようになる。そこに明らかなように，制度発足直後（1967 ～ 68 年）は数が少
なかったものの，上述の問題が顕在化し協業組合への関心が高まった高度成長























12 協業組合制度が成立した 1967 年 7 月以降，調査実施時までに，茨城県では 30 組合が設立（他
組織からの変更 4 組合を含む）された。表２は，実態調査において回答のあった 24 組合に
ついて，設立年度別に整理したものである。
13 茨城県中小企業団体中央会『協業組合経営実態調査報告書』1975 年，4 頁。
表２　茨城県における協業組合設立の推移
年度 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 計
製造業
2 1 2 6 3 1 15 
（1） （1） （1） （3）
卸小売業
2 1 1 4 
（1） （1）
サービス業 1 1 2 
建設業 1 1 1 3 
計
2 2 2 4 8 4 2 24 


















12 協業組合制度が成立した 1967 年 7 月以降，調査実施時までに，茨城県では 30 組合が設立（他
組織からの変更 4 組合を含む）された。表２は，実態調査において回答のあった 24 組合に
ついて，設立年度別に整理したものである。
13 茨城県中小企業団体中央会『協業組合経営実態調査報告書』1975 年，4 頁。
表２　茨城県における協業組合設立の推移
年度 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 計
製造業
2 1 2 6 3 1 15 
（1） （1） （1） （3）
卸小売業
2 1 1 4 
（1） （1）
サービス業 1 1 2 
建設業 1 1 1 3 
計
2 2 2 4 8 4 2 24 




の 33％，11 ～ 20 名が同じく 47％と大勢を占めている。また全業種でみた場合
も同様に，20 名以下の合計が 20 組合（組合総数の 83％）を占めており，比較
的少ないメンバーによって事業統合を実現させている実態がうかがえる。
一方，後者（従業員規模）に関しては，製造業では 10 名以下の組合が製造
業全体の 47％，11 ～ 30 名が同じく 33％を占めている。同様に全業種でみた場
合においても，10 名以下の組合（42％），11 ～ 30 名（38％）の順となっており，
表３　組合員規模別でみた茨城県の協業組合（1975 年時点）
表４　従業員規模別にみた茨城県の協業組合
組合員数 4～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 計
製造業 5 7 1 2 15
（構成比 :％） 33.3 46.7 6.7 13.3 100.0
卸小売業 1 2 1 4
（構成比 :％） 25.0 50.0 25.0 100.0
サービス業 2    2
（構成比 :％） 100.0 100.0
建設業 3 3
（構成比 :％） 100.0 100.0
計 11 9 2 0 2 24
（構成比 :％） 45.8 37.5 8.3 0.0 8.3 100.0
（資料）茨城県中小企業団体中央会『協業組合経営実態調査報告書』1975 年より作成。
従業員数 1～10人 11～30人 31～50人 51～80人 81～100人 計
製造業 7 5 2 1 15
（構成比 :％） 46.7 33.3 13.3 6.7 100.0
卸小売業 1 2 1 4
（構成比 :％） 25.0 50.0 25.0 100.0
サービス業 1 1 2
（構成比 :％） 50.0 50.0 100.0
建設業 2 1 3
（構成比 :％） 66.7 33.3 100.0
計 10 9 4 0 1 24


















所 在 地 日立市滑川町 2572 番地
設 立 年 月 日 1971 年 2 月 28 日
代 表 者 名 百目鬼用吉（理事長）
出 資 金 額 3,200 万円
組 合 員 数 10 名
従 業 員 数 89 人（男 77 人，女 12 人）
役 員 数 理事 10 名，監事 1 名
協 業 の 程 度 全部または一部























所 在 地 日立市滑川町 2572 番地
設 立 年 月 日 1971 年 2 月 28 日
代 表 者 名 百目鬼用吉（理事長）
出 資 金 額 3,200 万円
組 合 員 数 10 名
従 業 員 数 89 人（男 77 人，女 12 人）
役 員 数 理事 10 名，監事 1 名
協 業 の 程 度 全部または一部































部『国分ものづくり半世紀』2007 年，332 ～ 334 頁による。
15 この時期の国分工場の外注管理の変化に関しては，日立製作所国分工場史編纂委員会『国
































































現在の外注先 67 社を 19 社（取引先数では 15 社）に集約をする。」19
なお，ここで引用文中にある国分工場による集約案を部門別に示すと表６の
ようになる 20。そこにみられるように同工場の方針は，下請企業をそれまでの 3





田仲金属工業）による「日立国分電機」の設立（1969 年 12 月）をあげること
18 同上。
19 茨城県商工労働部『工場共同化事業計画診断報告書（コクブ機電共同工場）』1970 年，2 頁， 




















22 下請企業 3 社のうち，友工社，岩手製作所は日立市，田仲金属工業は水戸市に本社があった。
23 以上，日立国分電機に関しては，前掲『国分工場史』第 1 巻，151 頁および『日刊工業新聞』


























22 下請企業 3 社のうち，友工社，岩手製作所は日立市，田仲金属工業は水戸市に本社があった。
23 以上，日立国分電機に関しては，前掲『国分工場史』第 1 巻，151 頁および『日刊工業新聞』




















































































































































ように，同社は百目鬼用吉 26 が 1949 年に日立市助川町で助川写真工芸社を設立




























1949 年 2 月
1950 年 10 月
1955 年 1 月
1957 年 1 月
1960 年 4 月
1961 年 5 月
1963 年 3 月
1965 年 4 月
1967 年 9 月
1968 年 6 月
1968 年 6 月
1970 年 11 月
1971 年 2 月
1971 年 7 月
1971 年 11 月
1972 年 6 月
1974 年 1 月
1976 年 7 月
1976 年
1976 年 10 月
1977 年 8 月
1978 年 4 月




1985 年 10 月
1988 年 8 月
1989 年 7 月
1991 年 4 月
1992 年 10 月
1997 年
1998 年 5 月
2002 年 10 月
2002 年 11 月
2004 年 12 月
2009 年




















































1949 年 2 月
1950 年 10 月
1955 年 1 月
1957 年 1 月
1960 年 4 月
1961 年 5 月
1963 年 3 月
1965 年 4 月
1967 年 9 月
1968 年 6 月
1968 年 6 月
1970 年 11 月
1971 年 2 月
1971 年 7 月
1971 年 11 月
1972 年 6 月
1974 年 1 月
1976 年 7 月
1976 年
1976 年 10 月
1977 年 8 月
1978 年 4 月




1985 年 10 月
1988 年 8 月
1989 年 7 月
1991 年 4 月
1992 年 10 月
1997 年
1998 年 5 月
2002 年 10 月
2002 年 11 月
2004 年 12 月
2009 年




































































て社長となり，翌 50 年に社名を現在の助川電気工業へと変更し，1982 年には会長に就任し
た。その積極的な研究開発姿勢などが評価され，第 1 回優秀経営者顕賞研究開発者賞（1984
年）などを受賞している（表８）。以上，日外アソシエーツ『茨城人物・人材情報リスト』





























28 百目鬼用吉「下請けからの自立」（日立の現代史の会編『日立製作所と地域社会』第 2 巻，
1994 年）114 頁。なお［ ］内は引用者による。






















28 百目鬼用吉「下請けからの自立」（日立の現代史の会編『日立製作所と地域社会』第 2 巻，
1994 年）114 頁。なお［ ］内は引用者による。

























30 百目鬼前掲「下請けからの自立」118 ～ 119 頁。［ ］内は引用者による。

























33 以下，高度化事業融資に関しては，通商産業省編『通商産業政策史』第 15 巻，1991 年，

























33 以下，高度化事業融資に関しては，通商産業省編『通商産業政策史』第 15 巻，1991 年，

















事業計画診断報告書』8 ～ 9 頁）。
表９　コクブ機電協業組合設立・操業開始までの過程
年・月 事　　　項
1970 年 1 月 組織化相談の実施
1970 年 4 月 協業化に関する全員協議会の開催
1970 年 7 月 発起人会にて協業計画の検討
1970 年 8 月 茨城県商工労働部・中小企業振興事業団による協業計画の現地診断お
よび組織化指導の実施
1970 年 9 月 協業計画（修正案）の現地診断
1970 年 10 月 修正計画診断結果の検討会を開催
1970 年 11 月 発起人会にて事業計画等の検討
1970 年 12 月 創立総会を開催
1971 年 1 月 設立認可書を茨城県に提出
1971 年 2 月 設立認可および設立登記の完了

































































































2002 年の 3 つの時期にわけてとらえることができる。この時期区分を念頭にお
きつつ，本節では，各時期における組合の事業展開について立ち入って検討す
ることとしたい。
３−１　設立初期のコクブ機電協業組合―1971 ～ 1980 年―
まず第 1 期は，設立直後の変動期というべき時期にあたる。前述のように組





業の平均単価をみた場合，製缶 635 円／時，機械加工 440 円／時であった。こ



























































出向支援はその約 3 分の 1 にあたる規模に達しており，親工場の指導の積極性
がうかがえる。
以上の結果，1973 年まで組合の売上額は増大するとともに，経常利益に関し




























３−２　国内市場成熟期のコクブ機電協業組合―1981 ～ 1997 年―
コクブ機電協業組合は，以上の設立初期を経て 1980 年代以降，新たな段階
をむかえることになった。組合売上高は，前述のように 1976 ～ 80 年にかけて
右肩上がりで増大した。これに対して 80 年代以降になると，前掲図３にみら
れるように，多少の変動をともないながら 8 ～ 10 億円の範囲で安定的に推移
したことがわかる。
一方，この時期の国内変圧器生産は，（1）1983 年までの減少とそれ以後の回



















３−２　国内市場成熟期のコクブ機電協業組合―1981 ～ 1997 年―
コクブ機電協業組合は，以上の設立初期を経て 1980 年代以降，新たな段階
をむかえることになった。組合売上高は，前述のように 1976 ～ 80 年にかけて
右肩上がりで増大した。これに対して 80 年代以降になると，前掲図３にみら
れるように，多少の変動をともないながら 8 ～ 10 億円の範囲で安定的に推移
したことがわかる。
一方，この時期の国内変圧器生産は，（1）1983 年までの減少とそれ以後の回





















































































44 「聞き取り調査」。なお（  ）内は引用者による。
154 平　沢　照　雄
装置や電子顕微鏡関連の事業が展開された 43。




























ることで，前掲図３のように 1990 年代半ば頃まで 1980 年代とほぼ同水準の売
上額を維持したのである。
45 同上。なお企業会計における連結範囲をめぐる歴史的展開に関しては，小宮山賢「連結範
囲の基準差異を辿る」（『早稲田商学』第 434 号，2013 年）を参照した。
46 改めて言うまでもなく，そのことは国分工場との取引が停止されたことを意味しない。同
工場が組合にとって最重要の取引先であったことには変わりはなかった。
 取     引   先
コクブ機電
協 業 組 合
助 川 計 測
株 式 会 社
エネルギー
関 連 事 業
産業システム






（資料）助川電気工業『決算短信（連結）』2002 年 9 月期より作成。
図５　コクブ機電協業組合と助川電気グループ
156 平　沢　照　雄




























































































51 「聞き取り調査」。なお（  ）内は引用者による。
表 11　日本 AE パワーシステムズの概要
社 名 株式会社日本 AE パワーシステムズ
設 立 2001 年 7 月 1 日
本 社 所 在 地 東京都港区西新橋
資 本 金 200 億円（出資比率：日立 50％，富士 30％，明電 20％）
出 資 会 社 株式会社日立製作所，富士電機システムズ株式会社，株式会社明電舎
事 業 内 容
送変電・受変電・配電にかかる設備，機器の研究，開発，設計，製造，
エンジニアリング，販売，据付及び保守・サービスに関する事業
従 業 員 約 1,400 名
主 要 事 業 所 茨城県日立市，千葉県市原市，静岡県沼津市
海外事務所・
販 売 会 社 等
シンガポール，上海，台北，ドバイ，アメリカ
（資料）日本 AE パワーシステムズ・ホームページ（2004 年 8 月 31 日時点）より作成。
　（注）（1）社名：2002 年 11 月に日本エーイーパワーシステムズから変更。













51 「聞き取り調査」。なお（  ）内は引用者による。
表 11　日本 AE パワーシステムズの概要
社 名 株式会社日本 AE パワーシステムズ
設 立 2001 年 7 月 1 日
本 社 所 在 地 東京都港区西新橋
資 本 金 200 億円（出資比率：日立 50％，富士 30％，明電 20％）
出 資 会 社 株式会社日立製作所，富士電機システムズ株式会社，株式会社明電舎
事 業 内 容
送変電・受変電・配電にかかる設備，機器の研究，開発，設計，製造，
エンジニアリング，販売，据付及び保守・サービスに関する事業
従 業 員 約 1,400 名
主 要 事 業 所 茨城県日立市，千葉県市原市，静岡県沼津市
海外事務所・
販 売 会 社 等
シンガポール，上海，台北，ドバイ，アメリカ
（資料）日本 AE パワーシステムズ・ホームページ（2004 年 8 月 31 日時点）より作成。
　（注）（1）社名：2002 年 11 月に日本エーイーパワーシステムズから変更。


















































































































その後，バブル時（1989 ～ 1991 年）に創業以来最も高い水準の売上ならび
に利益を計上したものの，それ以後は急減し，1994 年以降は再び 80 年代とほ
ぼ同水準へと落ち込んだ。しかも利益に関しては，1994 年に初の赤字を記録し
























55 以上に関しては，助川電気工業株式会社『決算短信（連結）』2002 年 9 月期および『日本経
済新聞』1991 年 4 月 9 日号，同 2002 年 5 月 29 日号などを参照。
56 前掲『決算短信（連結）』2002 年 9 月期。ただし傍点は引用者による。
162 平　沢　照　雄
の高齢化等の問題をかかえ，これ以上の事業継続は不可能との判断のもとに，
（2002 年）10 月末をもって営業活動を停止」したとしている 57。
そこで 1990 年代後半期における従業員数の推移を示すと図７のようになる。
そこにみられるように，その数は 1998 年に至るまでほぼ 70 ～ 80 人規模で固
定化していた。一方，従業員の年齢別構成を，組合設立初期（1975 年当時）と
1990 年代末時点とで比較すると表 12 のようになる。それによれば，組合設立
初期は 31 ～ 44 歳層が最も多く，約 5 割を占めていた。ところがこれとは対照
的に 1998 年時点では 50 代後半が最も多く，46 ～ 60 歳層が約 5 割を占めるに
至っており，設立当初と比べて著しく高齢化が進んでいたことがうかがえる 58。
57 助川電気工業『決算短信（連結）』2003 年 9 月期。（  ）内は引用者による。
58 聞き取り調査によれば，1998 年はその頃としては久しぶりに中卒の新規学卒者を採用でき







（2002 年）10 月末をもって営業活動を停止」したとしている 57。
そこで 1990 年代後半期における従業員数の推移を示すと図７のようになる。
そこにみられるように，その数は 1998 年に至るまでほぼ 70 ～ 80 人規模で固
定化していた。一方，従業員の年齢別構成を，組合設立初期（1975 年当時）と
1990 年代末時点とで比較すると表 12 のようになる。それによれば，組合設立
初期は 31 ～ 44 歳層が最も多く，約 5 割を占めていた。ところがこれとは対照
的に 1998 年時点では 50 代後半が最も多く，46 ～ 60 歳層が約 5 割を占めるに
至っており，設立当初と比べて著しく高齢化が進んでいたことがうかがえる 58。
57 助川電気工業『決算短信（連結）』2003 年 9 月期。（  ）内は引用者による。
58 聞き取り調査によれば，1998 年はその頃としては久しぶりに中卒の新規学卒者を採用でき







1 つは大幅な雇用削減である。前掲図７にみられるように，1999 年 4 月に全従
業員の約 4 分の 1 にあたる人員を削減した。さらにその後同年 7 月から 8 月に








な施策が打ち出せずに 2002 年 10 月末に工場の活動を停止することになったの
である 60。
59 以上に関しては，コクブ機電協業組合所蔵資料による。
60 なお，その後も同組合は営業停止の形で存続したが，2008 年 5 月の助川電気工業取締役会
において解散が決議され，同年 9 月に清算が完了した。以上，助川電気工業株式会社「子














従業員数（人） 7 7 22 23 13 8 9 89
























従業員数（人） 10 5 3 5 7 4 10 11 20 7 82





























































以上のように，この時期は，組合の経営展開と上記 （2） のスタンスおよび （3）
の戦略とが良好な関係にあった局面としてとらえることができる。これに対し
第 2 として，1990 年代後半以降は，市場動向とともに以上でみてきた関係が大
きく変化した局面としてとらえることができる。




















































































第 7 条 　本組合の組合員となる資格を有する者は加入時において電気機器製造の事業の
全部又は一部の事業を営む中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第
185 号，以下法と云う）第 5 条に規定する中小企業者とする。
〔加　入〕
第 8 条 　組合員となる資格を有する者は，本組合の承諾を得て組合に加入することがで
きる。











第 10 条 　死亡した組合員の相続人の 1 人が相続開始後 30 日以内に加入の申出をしたと
きは，前 2 条の規定にかかわらず，相続開始のときに組合員になったものとみな
す。
　 2  　前項の規定により加入の申出をしようとする者は，他の相続人の同意書を提出し
なければならない。





　 4  　本組合は，前項の規定による加入の申出があったときは，総会においてその諾否
を決する。
〔競業の禁止〕





第 12 条 　本組合は，次の各号の一に該当する組合員を除名することができる。この場合
において，本組合は，その総会の会日の 10 日前までに，その組合員に対しその
旨を通知しかつ，総会において弁明する機会を与えるものとする。
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す。
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　 4  　本組合は，前項の規定による加入の申出があったときは，総会においてその諾否
を決する。
〔競業の禁止〕





第 12 条 　本組合は，次の各号の一に該当する組合員を除名することができる。この場合
において，本組合は，その総会の会日の 10 日前までに，その組合員に対しその
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　 2  　組合員でないものが持分を譲り受けようとするときは，加入の例によらなければ
ならない。
　 3  　組合員は，前項の総会又は理事会の承認を得られないときは，前項の申出の日が
事業年度の末日の 90 日前までのときは，当該事業年度の終りにおいて，90 日以内
のときは次の事業年度の終りにおいて当該持分に応ずる出資口数の減少（当該持分
が当該組合員の持分の全部であるときは脱退）を本組合に請求することができる。












第 18 条 　組合員の持分は，本組合の正味財産につき，その出資口数に応じて算定する。





　（ 1 ）理事　8 人以上～ 10 人以内　　（ 2 ）監事　2 人又は 3 人
〔役員の任期〕
第 20 条　役員の任期は，次のとおりとする。
　（ 1 ）理事　2 年　　（ 2 ）監事　2 年
　 2  　補欠（定数の増加に伴う場合の補充を含む）のため選挙された役員の任期は，現
任者の 任期間とする。
　 3  　理事または監事の全員が任期満了前に退任した場合において新たに選挙された役
員の任期は，第 1 項に規定する任期とする。
　 4  　任期の満了または辞任によって退任した役員は，新たに選挙された役員が就任す
るまでなお役員の職務を行なう。
〔員外役員〕
第 21 条 　役員のうち，組合員または組合員たる法人の役員でない者は，理事について2人，
監事について 1 人をこえることができない。
〔理事長および副理事長の職務〕
第 22 条　理事のうち 1 人を理事長，1 人を副理事長とし，理事会において選任する。
　 2 　理事長は本組合を代表し，本組合の業務を執行する。
　 3  　副理事長は，理事長を補佐し本組合の業務を執行し，理事長に事故があるときは，
その職務を代理し，理事長が欠員のときは，その職務を行う。
　 4  　理事長及び副理事長が共に事故又は欠員の時は理事会において，理事のうちから
その代理者または代行者 1 人を定める。
〔監事の職務〕
第 23 条 　監事は，何時でも，会計の帳簿および書類の閲覧もしくは謄写をし，または理
事に対して，会計に関する報告を求めることができる。
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　 3  　有効投票の多数を得た者を当選人とする。ただし，得票数が同じであるときは，
くじで当選人を決める。
　 4  　第 2 項の規定にかかわらず，役員の選挙は，出席者の議決権の過半数の同意があ
るときは，指名推せんの方法によって行なうことができる。
　 5  　指名推せんの方法により役員の選挙を行なう場合における被指名人の選定は，そ
の総会において選任された選考委員が行なう。
　 6  　選考委員が被指名人を決定したときは，その被指名人をもって当選とするかどう
かを総会にはかり，出席者の議決権数の 3 分の 2 の同意があった者をもって当選人
とする。
　 7  　本組合は 2 人以上の理事の選挙を目的とする総会に於ても累積投票を採用しない。




















　 2  　通常総会は毎事業年度終了後 2 月以内に，臨時総会は必要があるときは何時でも，
理事会の議決を経て，理事長が招集する。
〔総会招集の手続〕




第 31 条 　組合員は，それぞれ出資口数に平等割を加えた数の議決権および選挙権を有す
る。
　 2  　前項の加えるべき平等割の議決権及選挙権は総出資口数を組合員の数で除し，そ
の商より大きくてその商に最も近い整数をもって平等割の議決権及び選挙権とする。
〔書面または代理人による議決権又は選挙権の行使〕




　 2 　代理人が代理することができる組合員の数は，1 人以内とする。
〔総会の議事〕





第 35 条 　総会においては議決権の総数の過半数に当る議決権を有する組合員（書面また
は代理人により議決権または選挙権を行使する者を除く）が出席し，その議決権
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第 36 条 　総会の議事録は，議長および出席した理事が作成し，これに署名するものとす
る。
　 2 　前項の議事録は，少なくとも次に掲げる事項を記載しなければならない。




　 2  　理事長が事故又は欠員のときは副理事長が，理事長及び副理事長がともに事故又
は欠員のときは，あらかじめ理事会において定めた順位にしたがい他の理事が招集
する。
　 3  　理事は必要があるときは，何時でも理事長に対し理事会を招集すべきことを請求
することができる。















　 2  　理事会の議事録については第 36 条（総会の議事録）の規定を準用する。この場合





第 42条　本組合の事業年度は，毎年 4月 1日に始まり，翌年 3月 31 日に終わるものとする。
〔法定利益準備金〕
第 43 条 　本組合は，出資総額に相当する金額に達するまでは，毎事業年度の利益剰余金
の 10 分の 1 以上を法定利益準備金として積み立てるものとする。
　 2 　前項の準備金は，損失のてん補に充てる場合を除いては，とりくずさない。
〔資本準備金〕
第 44 条 　本組合は，加入金，増口金及び減資差益（第 13 条ただし書の規定によって払
いもどしをしない金額を含む）は，資本準備金に積み立てるものとする。
〔特別積立金〕
第 45 条 　本組合は，毎事業年度の利益剰余金の 10 分の 1 以上を特別積立金として積み
立てるものとする。
〔利益剰余金および繰越金〕










　 2  　理事会の議事録については第 36 条（総会の議事録）の規定を準用する。この場合





第 42条　本組合の事業年度は，毎年 4月 1日に始まり，翌年 3月 31 日に終わるものとする。
〔法定利益準備金〕
第 43 条 　本組合は，出資総額に相当する金額に達するまでは，毎事業年度の利益剰余金
の 10 分の 1 以上を法定利益準備金として積み立てるものとする。
　 2 　前項の準備金は，損失のてん補に充てる場合を除いては，とりくずさない。
〔資本準備金〕
第 44 条 　本組合は，加入金，増口金及び減資差益（第 13 条ただし書の規定によって払
いもどしをしない金額を含む）は，資本準備金に積み立てるものとする。
〔特別積立金〕
第 45 条 　本組合は，毎事業年度の利益剰余金の 10 分の 1 以上を特別積立金として積み
立てるものとする。
〔利益剰余金および繰越金〕





第 47 条 　前条の配当は，総会の議決を経て，事業年度末における組合員の出資額に応じ
てするものとする。
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　 2 　配当金の計算については，第 18 条第 2 項（持分）の規定を準用する。
〔損失金の処理〕
第 48 条 　損失金のてん補は，特別積立金，法定利益準備金，資本準備金の順序にしたが
ってするものとする。
〔職員退職給与引当金〕
第 49 条 　本組合は事業年度ごとに，退職給与引当金として給与総額の千分の壱以上を計
上する。
以上
（資料）  茨城県商工労働部『工場共同化事業計画診断報告書（コクブ機電共同工場）』1970
年
（注）（　）内は原文。
